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東京の地下水問題の経過
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書

（東京都土木技術支援・人材育成センター）

過去には進行した

都内の地盤沈下

低地部では

ゼロメートル地帯

の拡大
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東京都低地部の

ゼロメートル地帯

出典：東京都江東治水事務所

A．P．0ｍ＝T．P．－1.1344ｍ

：干潮面

A．P．2ｍ ：満潮面
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出典：東京都の地盤沈下と地下水の再検証について―平成22年度地下水対策検討委員会のまとめ（東京都環境局）

地盤沈下抑止のため、種々の地下水規制が進められてきた。



5出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

浅層地下水（自由地下水）と深層地下水（被圧地下水）
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被圧地下水自由地下水

（不圧地下水）
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東京の地下水規制の経過

Ⅰ ～1960年 未規制の時代

Ⅱ 第一次規制時代（1961～1970年）

（「浦和水脈説」と「経済との調和」が背景）

① 規制地域が城北・江東および都心・城南地区に限られ、

② 規制対象井戸を160～250m以浅の井戸に限定するなど、

地盤沈下を抑制する上で十分に有効なものではなかった。

当時の公害対策基本法の第一条

「経済の健全な発展との調和が図られるようにするものとする」

（1970年の公害国会での改正で削除）
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

浦和水脈説

浦和水脈は、1957年

に通産省地質調査所の

蔵田延男応用地質部長

（当時）が提唱した。

東京の南多摩を南端と

して、北多摩の武蔵野台

地、埼玉の入間台地など

の地域に降った雨水、お

よび多摩川、入間川等の

表流水が地下に浸透して、

とうとうと流れる地下水脈

を 形成し、この地下水

脈が浦和市西部を通って、

東京の城北江東地区の

被圧地下水を涵養してい

るという考え方である。

この地下水脈による涵養量は１００～１５０

万㎥/日におよぶと考えられていた。
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

区部の地盤沈下はとまらなかった。
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

多摩地域でも地盤沈下が観測されるようになった。

清瀬市
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第一次規制時代の地下水揚水規制はきわめて不十分であった。

第一次規制時代
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Ⅲ 第二次規制時代（1971年～ ）

「関東地下水盆説」と「公害対策の優先」 が背景

「公害対策の優先」

1970年の公害国会で公害対策基本法第一条の経済調和

条項が削除。

公害防止対策を優先することについて社会の同意が得ら

れるようになった。
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関東地下水盆説

南関東地方地盤沈下調査会（埼玉・千葉・神奈川・東京の一都三県）

が1970年に提唱した関東地方の被圧地下水（深層地下水）について

の基本的考え方

①関東地域の被圧地下水の帯水層は関東造盆地運動により、おわ

んのような形状になっている。

②関東地域の被圧地下水は、大昔からの雨水が地下に浸透して地

下水盆にたまった溜り水で、浦和水脈のような自然の流れは存在し

ない。

③被圧地下水のトリチウム（三重水素）濃度から推定される地下水の

平均年令は数十年～数百年で、被圧地下水に対する自然の涵養は、

浦和水脈説で考えられていた涵養量よりはるかに小さい。



関東地下水盆説

南関東地方地盤沈下調査会（埼玉・千

葉・神奈川・東京の一都三県）が1971年

に提唱した関東地方の被圧地下水（深層

地下水）についての基本的考え方

被圧地下水への涵養が極めて少ないと

いう説が示されたことにより、その後、東

京、千葉、埼玉で厳しい地下水規制が進

められることになった。

読売新聞1971年6月9日
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「関東地下水盆説」発表の翌日夕刊の漫画

１９５２年以降の核爆発実験により、人エ

トリチウムが大量に放出され、雨水中の

トリチウム濃度が急上昇。

このトリチウム濃度変化も考慮して深層

地下水の年齢を推定した結果 → 数十

年から数百年前

しかし、これは深層地下水の平均年齢を

示しているのであって、新しい雨水が補

給されていないということではないが、補

給がないと誤解された。

毎日新聞夕刊1971年6月10日
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第二次地下水規制の考え方

①被圧地下水は関東地下水盆の中でほぼーつにつながって

いるので、地下水規制を特定の地域だけ行っても十分には効

果が得られにくい。広域的な地下水規制を進めるべきである。

②自然の涵養量がかなり小さいことと、現在の低い地下水位

に起因する残留沈下を考えると、各都県の地下水揚水量を大

幅に削減する必要がある。

東京都の地下水規制の考え方

将来は都内の地下水揚水量をゼロに近づける。
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地下水規制の法律、条例

工業用水法

江東・城北８区の工業用井戸を対象

新設井戸の禁止

既設井戸の工業用水道への転換

建築物用地下水の採取の規制に関する法律（略称・ビル用水法）

２３区の工業用井戸を対象

新設井戸の禁止

既設井戸の水道への転換

東京都公害防止条例

法律の規制対象以外の工業用井戸、指定作業場井戸を対象

新設井戸の禁止

地下水大量使用事業場は水使用合理化指導の対象



18

第二次規制時代（１９71年～）

将来は都内の地下水揚水量をゼロに近づけるとして、次の施策が

進められた。

①都内のほぼ全域における井戸の新設の禁止

（山間部と島しょ部を除く）（小口径井戸を除く）

②区部東部（城北・江東８区）における工業用既設井戸の廃止

（工業用地下水の工業用水道への転換）

③区部におけるビル用既設井戸の廃止

（ビル用地下水の水道への転換）
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第二次規制時代（１９71年～）

④多摩地域や区部西部の工業用地下水等に対する水使用合理

化徹底の指導

⑤多摩地域の水道用地下水約５０万㎥/日は、代替水源を確保し

て将来は河川水に全面転換する。

↓

１９７６年の利根川・荒川水系水資源開発基本計画に５０万㎥/日

の水源開発が組み込まれ、八ッ場ダム、滝沢ダム、思川開発等が

位置付けられた。
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多摩地域の水道水源を地下水から河川水に全面転換

する計画がつくられ、二つの事業計画が策定された。

① 代替水源を確保するためのダム建設等の水源開

発計画

国の利根川・荒川水系水資源開発基本計画に50万

㎥/日の水源開発が組み込まれた。

② 代替水を供給するための水道施設（取水・導水・浄

水・送水施設）の整備計画

東京都の第四次利根川系水道拡張事業の一部とし

て代替水供給施設の建設が進められていった。
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嶋津が東京都で関わった地下水対策の主な仕事

１９７２～１９７７年度

東京都公害局 特殊公害課 地盤沈下対策係

〇 水使用合理化基準の設定、水使用合理化指導の手引きの作成

〇 地下水大量使用工場、指定作業場への水使用合理化の指導

〇 地下水収支調査

１９７８～１９８３年度

東京都多摩環境保全事務所 水質保全課 地下水規制係

〇 地下水大量使用工場、指定作業場への水使用合理化の指導

〇 地下水収支調査

〇 府中の地下水汚染問題

１９８４年度～

東京都公害研究所（環境科学研究所）

〇 雨水の地下浸透に関する研究
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地下水大量使用事業場

に対する水使用合理化

の指導

多摩地域や区部西部で地下

水を大量に使用する工場、

指定作業場に対して水使用

合理化の徹底を指導
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出典：地下水使用合理化の手引（東京都環境保全局 昭和59年３月）

東京都公害防止条例施行規則

地下水使用合理化基準
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出典：土木研究所資料「水使用合理化技

術に関する調査報告書」（建設省土木研

究所、昭和53年10月）
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出典：地下水使用合理化の手引（東京都環境保全局 昭和59年３月）
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出典：地下水使用合理化の手引

（東京都環境保全局 昭和59年３月）

水利用の実態の把握



27出典：地下水使用合理化の手引（東京都環境保全局 昭和59年３月）

地下水大量使用事業場に対する水使用合理化の指導の結果
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出典：地下水使用合理化の手引（東京都環境保全局 昭和59年３月）

地下水大量使用事業場に対する水使用合理化の指導の結果
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地下水収支調査の取り組み

（1977～1979年）

都内の将来の地下水揚水量

をゼロにするという地下水規

制の考え方は科学的であるの

か？

多摩地域の水道用地下水を

全面転換する必要はあるの

か？

地下水の収支に関わる項目

を可能な限り調べて、地盤沈

下を抑制できる地下水許容揚

水量を求めるべきである。
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出典：やさしい地下水の

話（地下水を守る会）

東京の地下水収支に関わる様々な項目
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東京都の地下水収支調査の調査委員会

財団法人 水利科学研究所に委託

新井 正 （立正大学） 地表面の水収支、湧水の調査

細野義純 （消防研究所） 自由地下水の調査、湧水の調査

新藤静夫 （筑波大学） 被圧地下水の調査

（→千葉大学）

池田駿介 （埼玉大学） 地下水シミュレーション

（→東京工業大学）

地下水シミュレーションと地層収縮量の計算

㈱センチュリリサーチセンター

予算 １９７７年度 １６００万円 １９７８年度 １０００万円
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

地下水収支調査の作業の一例

（航空写真に透明フィルムを載せて被覆箇所を墨塗り）
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

地下水収支調査の作業の一例 （東京都の地表面被覆率を2ｋｍメッシュで計算）
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

湧水量の調査
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

多摩川の流量調査
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

多摩川の流量調査

多摩川

表流水の減少量

多摩橋（秋川）～拝島橋 約 7万㎥/日
日野橋～関戸橋 約10万㎥/日
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

水道の漏水量
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出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

下水道への地下水浸出量（八王子市北野処理場）



39
出典：地下水収支調査報告書（東京都環境保全局、昭和55年3月）

地下鉄への地下水浸出量（既存資料を利用）
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出典：地下水収支調査

報告書（東京都環境保

全局、昭和55年3月）

地下水収支調査の結果による浅層地下水の収支
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出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

地下水収支調査により、東京都の地下水収支は十分にプラス

になっており、今後、地下水位が上昇していくことが予測された。

しかし、多摩地域の水道水源転換計画の見直しはされなかった。



出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

地下水汚染問題への取り組み（1983～84年）
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出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）
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出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

汚染が判明してから9年後の状況（1992年）
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1986年2月

多摩地域全体を視野においた「地下水を守る会」が発足。

一般市民の他に自然保護団体、消費者団体、労働組合など

の団体が結集。

「調布の地下水を守る会」、「国立の地下水を守る会」、「武蔵

野の水を考える会」、「府中井戸ばた会議」なども設立された。

「地下水を守る会」の運動
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「地下水を守る会」の運動

東京都水道局等との交渉

多摩地域水道の水源転換計画の撤回が第一目標

東京都水道局

東京都環境保全局

東京都土木技術研究所

への公開質問書の提出と交渉

土木技術研究所は「地盤沈下は鎮静化していない。揚水削

減は今後も続けなければならない」という時代錯誤の回答を

するだけであった。
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地下水シンポジウム

地下水を守る会などが、行政側と市民が地下水問

題で直接意見をぶつけあう公開シンポジウムの開

催を計画

第１回 1989年11月 多摩地域水道の水源転換問題

第２回 1990年12月 地下水保全条例

第３回 1992年5月 地下水汚染問題
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（1989年11月19日）



49

東京都水道局による地下水の位置づけ

第１回シンポジウムを契機として、都水道局の地下水の位置づ

けが変った。

「利根川系の水源開発が遅れている実情に鑑み、水道用地下

水を当面は水源の不足を補うものとして利用し、さらに今後と

も貴重な予備的水源として、平常時はもとより渇水や震災など

の緊急時にも有効に利用できるようにしていく。」

水源開発が遅れているので、当面は地下水を利用していく

が、代替水源開発後も緊急時には地下水を使わなければな

らないので、水質や機能の維持のため、平素から井戸を運

転し、地下水を活用していく。



出典：平成25年都内の地下水揚水の実態 （東京都環境局）
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年々減少してきた地下水揚水量
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出典：平成25年都内の地下水揚水の実態 （東京都環境局）

大幅に減少してきた地下水揚水量
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

地下水位の上昇
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

地下水位の上昇
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

地下水位の上昇
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出典：平成26年地盤沈下調査報告書（東京都土木技術支援・人材育成センター）

沈静化した都内の地盤沈下
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多摩地域の水道用地下水取水量は最近は減少傾向にある

東京都多摩地域の水道用地下水取水量の推移
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進められてきた多摩地域水道の都営一元化

都営一元化

の年度

市町名

給水人口

(人)

2015年3月

都営一元化

の年度

市町名

給水人口

(人)

2015年3月

市町名

給水人口

(人)

2014年3月

1973 武蔵村山市 70,426 1974 清瀬市 74,315 武蔵野市 141,584

1973 小平市 190,147 1974 あきる野市 80,635 昭島市 112,791

1973 東大和市 85,232 1974 西東京市 199,563 羽村市 56,622

1973 狛江市 80,853 1974 国立市 75,433 計 310,997

1974 小金井市 121,172 1975 府中市 259,456

1974 目野市 184,288 1975 東久留米市 116,371

1974 東村山市 151,272 1975 日の出町 17,206

1974 多摩市 147,689 1975 八王子市 577,784

1974 瑞穂町 32,933 1977 青梅市 136,505

1974 稲城市 87,343 1982 立川市 180,147

1974 町田市 428,942 2000 調布市 226,855

1974 国分寺市 122,404 2002 三鷹市 188,842

1974 福生市 58,290 2010 奥多摩町 5,230

3,899,333

多摩地域水道の都営一元化の経過

統合市町の計

未統合市
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事務委託

解消年度

市町名

事務委託

解消年度

市町名

2004 武蔵村山市 2006 あきる野市

2006 小平市 2006 西東京市

2006 東大和市 2009 国立市

2006 狛江市 2011 稲城市

2006 小金井市 2006 府中市

2006 目野市 2006 東矢留米市

2006 東村山市 2006 目の出町

2006 町田市 2006 八王子市

2006 国分寺市 2009 青梅市

2006 福生市 2006 立川市

2004 多摩市 2009 調布市

2005 瑞穂町 2011 三鷹市

2006 清瀬市

多摩地域各市町の水道部門の廃止

都営に一元化しても、水道事務を各市町の水道部門に委託

してきたが、その事務委託を徐々に解消
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各市町の水道部門に代わって水道事務を行うのは

東京都水道局の外郭団体

〇 水道料金徴収業務等の代行

㈱ ＰＵＣ （Public Utility Services Center ）

代表取締役 小山隆 元・東京都水道局次長

〇 水道施設の管理、施工、水質調査分析等

東京水道サービス㈱

代表取締役 増子敦 元・東京都水道局長
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各市町の水道水源の自主管理権がなくなってきている。

（未統合三市以外）

〇 多摩地域水道の都営一元化

〇 各市町の水道部門の廃止（事務委託の解消）



61出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

現在は未統合

市以外は、

市町別の水道

地下水依存率

も示されなく

なっている。
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東京都環境科学研究所年報2000
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東京都環境科学研究所年報2000
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東京都環境科学研究所年報1993
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生活環境の保全に関する環境基準（河川）

Ｂ類型 （ＢＯＤ ３ｍｇ/Ｌ以下、・・・）

水道３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの

水産２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物

用及びコイ、フナ等、β−中腐水性水域の水産生物用

Ｃ類型 （ＢＯＤ ５ｍｇ/Ｌ以下、・・・）

水産３級：コイ、フナ等、β−中腐水性水域の水産生物用

貧腐水性 ：きれいな水

β−中腐水性：少しきたない水

α−中腐水性：きたない水

強腐水性 ：大変きたない水
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ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）

Ｃ－ＢＯＤ

有機物質の分解にともなう酸素消費量

Ｎ－ＢＯＤ

アンモニア性窒素等の酸化（硝化反応）にともなう

酸素消費量
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東京都環境科学研究所年報1993
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多摩地域の水道用地下水取水量は最近は減少傾向にある

東京都多摩地域の水道用地下水取水量の推移
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環境用水としての地下水

井の頭池（三鷹市・武蔵野市）

かつては浅層地下水が湧き出す湧水で成り立っていたが、1955年前後

から深層地下水の利用が進んで、深層地下水位が下がり、浅層から深

層への引き込みで浅層地下水位も下がって、湧水が枯渇。

その後は深井戸から一日4000㎥程度の地下水を補給して水面を維持。

「井の頭池の湧水が復活するように、多摩地域の水道水源としての地

下水利用をもっと減らすべきだ」という意見もある。
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出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

深層地下水（水道水源等へ利用）



78出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

最も安全な水道水は地下水源の水道水
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利根川水系水道水の放射性物質汚染

都の水道水 放射性物質を検出 （ＮＨＫ 2011年3月23日 ）

東京都によりますと、東京都葛飾区にある都の金町浄水場の水道

水を２２日午前９時に採水して検査したところ、放射性ヨウ素１３１が

１リットル当たり２１０ベクレル検出されました。また、２３日午前９時

には同じ金町浄水場の水道水から１リットル当たり１９０ベクレル前

後の放射性ヨウ素１３１が検出されたということです。これは、大人

の摂取制限の指標となる水１リットル当たり３００ベクレル以内に収

まっていますが、１歳未満の乳児の摂取制限の指標となる１リットル

当たり１００ベクレルの２倍以上の値となっています。

東京都は、金町浄水場の水道水を利用する東京２３区と武蔵野市、

町田市、多摩市、稲城市、三鷹市で、乳児に限って水道水の摂取を

控えるよう呼びかけています。

東京の水道用地下水は放射性物質の汚染なし
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出典：やさしい地下水の話（地下水を守る会）

旧西ドイツの水道の考え方

地下水こそ、最良の水道水

源である。

まず地下水を水源として考

え、それが不可能な場合でも

河川水を取水後、河川敷に浸

透させることなどにより、でき

るかぎり地下水取水に近づけ

ている。
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最良の水道水源である地下水の復権を！


